
NO 会計 款 項 目 施策 事務事業名 担当課
主要
施策
対象

うち多
額の
経費
対象

①事務事業の概要
②課題

29年度決
算額［千
円］

30年度決
算額［千
円］

総合評価
①評価の理由
②令和元年度に取組む改革・改善内容

元年度予
算額［千
円］

1 一般 8 4 4
224上・下水道の整
備

公共下水道事業特別会計繰出金 下水道課 ○ ○

①公共下水道事業に際し、自主財源及び借入金等の不足分
を賄い、公共下水道の普及促進を図る。
②計画的に下水道事業を進めるため、財源の拡充を図ること
が必要である。

576,600 511,609 7拡充

①市民の生活環境や公衆衛生の向上を図るため、公共下水
道の整備を計画的に進める必要があるため。
②建設費のコスト縮減と受益者負担金及び下水道使用料の
徴収率向上により繰出金の抑制に努める。

564,600

2 下水 1 1 1
224上・下水道の整
備

下水道事務に要する経費 下水道課 　　
①公共下水道施設の維持管理を行う。
②公共下水道施設の計画的な維持管理計画を策定する必要
がある。

200,688 188,766 7拡充
①毎年増加する公共下水道施設を維持管理していく必要が
あるため。
②計画的な維持管理を行い、管渠等の適正管理に努める。

226,429

3 下水 1 1 1
224上・下水道の整
備

公共汚水桝設置に要する経費 下水道課 ○ 　　
①公共汚水桝等の維持管理及び設置を行う。
②年々増加する管理施設の維持管理を計画的に行っていく
必要がある。

12,188 10,112
6精査・検
証

①公共汚水桝の新設設置は減少傾向であるものの、市管理
施設総数は年々増加しており、適正な維持管理が必要とな
るため。
②水洗化促進を積極的に実施し、生活環境の改善を図る。

12,240

4 下水 1 1 1
224上・下水道の整
備

流域下水道維持管理に要する経費 下水道課 ○ 　　

①本市下水道の放流先である流域下水道の維持管理費を負
担するもの。
②今後負担金単価の改定により、維持管理負担金の増加が
予想される。

384,257 413,340
6精査・検
証

①県が管理する流域下水道施設の本市負担分であり、今後
も継続するため。
②県の請求に基づき、滞りなく負担金を支出する。

415,500

5 下水 2 1 1
224上・下水道の整
備

下水道建設に要する経費 下水道課 ○ 　　

①事業認可を取得している区域の管きょの設計、施工。
②県内でも普及率が低い本市では、汚水適正処理構想に基
づき下水道の未普及解消を進めるために国費等の財源確保
が課題である。

486,714 324,993 7拡充

①生活環境の向上を図るため、下水道普及率を高め、早期
に整備していく必要がある。
②建設コストの縮減に努めるとともに、計画的に幹線及び枝
線の整備を行う。

809,275

6 下水 2 1 1
224上・下水道の整
備

流域下水道整備に要する経費 下水道課 ○ 　　

①本市下水道の放流先である流域下水道事業への建設費
用を負担するもの。
②円滑な整備推進のため、県と協議、調整を図りながら進め
る必要がある。

57,436 70,745
6精査・検
証

①県が整備する流域下水道建設費の本市負担分であり、今
後も継続するため。
②県の請求に基づき、滞りなく負担金を支出する。

81,808

7 下水 2 1 1 233防災対策の強化 マンホールトイレ整備事業 下水道課 ○ ○

①公共下水道整備済区域内で、地域防災計画の避難所に指
定されている小中学校に公共下水道直結型マンホールトイレ
を設置する。
②マンホールトイレ整備後の、維持管理等の管理区分につい
て、協議調整が必要である。また、整備を進めるために小中
学校との協議、調整を図りながら進める必要がある。

19,747 22,827
6精査・検
証

①災害時の避難所となる学校にマンホールトイレを設置する
ことにより、避難所の衛生環境の向上とトイレ不足の解消が
図られる。
②マンホールトイレ整備を進めるために小中学校との協議、
調整を行う。

8,400

8 下水 3 1 1
224上・下水道の整
備

借入金元金償還金に要する経費 下水道課 　　
①公共下水道事業に係る地方債の元金償還金。
②過年度工事費に係る元金償還金のピークを迎え、全体事
業費に対する償還金の割合が増加している。

767,709 775,955
6精査・検
証

①下水道事業の整備効果は長期に渡るため、世代間で負担
の均衡を図ることが適当であるため。
②地方債借入額の活用を計画的に行い、適正な下水道経営
を図る。

766,149
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NO 会計 款 項 目 施策 事務事業名 担当課
主要
施策
対象

うち多
額の
経費
対象

①事務事業の概要
②課題

29年度決
算額［千
円］

30年度決
算額［千
円］

総合評価
①評価の理由
②令和元年度に取組む改革・改善内容

元年度予
算額［千
円］

9 下水 3 1 2
224上・下水道の整
備

借入金利子償還金に要する経費 下水道課 　　
①公共下水道事業に係る地方債の利子償還金。
②過年度工事費に係る利子償還金のピークを迎え、全体事
業費に対する償還金の割合が増加している。

165,331 143,495
6精査・検
証

①下水道事業の整備効果は長期に渡るため、世代間で負担
の均衡を図ることが適当であるため。
②地方債借入額の活用を計画的に行い、適正な下水道経営
を図る。

127,061


